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今日、お話しすること

○ 阪神・淡路大震災の教訓とその風化

○ 東北地方太平洋沖地震の特徴等と地震断層モデル

○ 南海トラフ及び相模トラフで想定される地震・津波

○ 防災・減災対策の考え方（従来モデルとレジリエンスモデル）

○ 防災活動が避難等に貢献するには？（古くて新しい課題）



阪神・淡路大震災の
教訓とその風化

⇒ 新たな地震・津波対策の検討へ
（東北地方太平洋沖地震以前）
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兵庫県南部地震の被害状況と
震度7の分布

1995年1月17日05時46分51.8秒
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 7.3 最大震度 ７

神戸市灘区神戸市中央区

淡路島旧北淡町平林（断層）



阪神・淡路大震災
様々な教訓 民も官も様々な改善

時間とともに風化

防災意識の高まり

・阪神・淡路大震災で建物等の倒壊での死者 ８０％以上

しかし、建物の耐震診断、耐震改修は進んでいない

・人も（行政機関の人事、ボランティア等の参加人数も？）

・行政の予算も（防災は大切だが昨今の財政状況では後回しにな
りかねない

これまでの災害対策はこうしたことの繰り返し



今後の地震防災対策の方向(1)

• 実効性ある防災体制の構築
巨大災害に対する国家戦略の立案が急務

東海地震、東南海・南海地震、首都直下地震等

実践的なマニュアル、情報収集・伝達体制、訓練・・・

どれだけ実効性をもって動けるか？

• 防災対策施設の整備目標の明確化・効率的な

防災対策の実施

効率的整備、社会へのアカウンタビリティ

「ものさし」と水準、予算的メリハリ、整備の総合化

し省庁再編後の中央防災会議



今後の地震防災対策の方向(2)

徹底して通常の社会システムでの防災定着を

・共助、自助も含めた地震防災体制の確立
行政、企業、個人、NPO等 各主体の参加と役割
地域ぐるみの防災力向上、防災コミュニティ
防災ボランティア参加のバックアップ
官民の複合的連携（ex.自衛隊とコンビニ）

・防災情報共有化社会 官民双方向、市民内等

・防災での市場メカニズムの導入

し省庁再編後の中央防災会議



東海地震 予知の可能性のある地震

西日本全域に及ぶ超広域震災

我が国は、４つのプレートに囲まれ、世界の地震（Ｍ６以上）の２割が発生するなど、地震の多発する国

いつ大地震が発生してもおかしくない
予知の可能性のある地震

今世紀前半での発生が懸念される超広域地震

切迫性の高い宮城県沖地震を
はじめとする８タイプの地震

東南海・南海地震 20mを超える大きな津波

日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下地震

我が国の中枢機能の被災が懸念される
ある程度の切迫性を有するＭ７クラスの地震

首都直下地震

老朽木造市街地や文化財の被災が
懸念される地震

（平成１５年５月 大綱作成）

（平成１５年１２月 大綱作成）

（平成２１年４月 大綱作成）

（平成１８年２月 大綱作成）

（平成１７年９月 大綱作成、平成２２年１月 大綱修正）

東北地方太平洋地震の震源域

当時の国の大規模地震対策の概要： （過去に発生した地震を参考に検討）
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東北地方太平洋沖地震
の特徴等
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出典：東京大学地震研究所 2011年3月東北地方太平洋沖地震 特集サイトをもとに作成
（http://outreach.eri.u-tokyo.ac.jp/wordpress/wp-content/uploads/2011/03/WorldLargestEQ_v4.jpg）

世界の超巨大地震

マグニチュード 発生年 発生場所

Mw 9.5 1960 チリ地震

Mw 9.2 1964 アラスカ地震

Mw 9.1 1957 アリューシャン地震

Mw 9.0 2011 東北地方太平洋沖地震

Mw 9.0 2004 スマトラ島沖地震

Mw 9.0 1952 カムチャッカ地震

アリューシャン地震



写真：田老町漁業協同組合提供
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津波の襲来

南三陸町役場防災対策庁舎屋上

2011年3月23日撮影

宮城県気仙沼市岩沼市上空から南方を望む

2011年3月17日撮影
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三陸沖北部

宮城県沖

明治三陸タイプ

東北沖＿遡上高

東北沖＿浸水高

仙台

松島湾

万石湾
陸前高田

宮古

八戸

松
島
湾

万
石
湾

茨城県 福島県 宮城県 岩手県

（出典）・想定３地震の津波高：日本海溝・千島海溝周辺型地震対策に関する専門調査会想定結果
・2011年東北地方太平洋沖地震浸水高、遡上高：「東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ」による速報値（2011年5月9日） 、注：使用データは海岸から２００ｍ以内で信頼度Ａ（信頼度大なるもの。痕跡明
瞭にして、測量誤差最も小なるもの）を使用。

青森県

浸水範囲と痕跡
被害想定と今回の津波の浸水高、遡上高の比較

想定３地震と東北地方太平洋沖地震の津波高の比較

【想 定】

【今 回】
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宮城県沖
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東北沖＿遡上高

東北沖＿浸水高
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の
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（
ｍ

）

三陸沖北部

宮城県沖

明治三陸地震

東北沖＿遡上高

東北沖＿浸水高

三陸沖北部

宮城県沖

明治三陸タイプ

11



世界で観測された津波の高さ(最大値）
海外の検潮所で観測された津波の高さ

アメリカ、チリで約2.5mの高さなど、太平洋沿岸の広い範囲で
津波が観測されました。

海外の観測値は米国地球物理学データセンター（NGDC）による読み取り値。
高さ200cm以上を観測した海外の観測点については観測点名を表記。

日本沿岸の津波観測施設で観測された
津波の高さ

震央

津
波
の
高
さ
（ｍ
）

矢印は、津波観測施設が津波により被害を受けたため
データを入手できない期間があり、後続の波でさらに高く
なった可能性があることを示す。

観測施設には、内閣府、国土交通省港湾局、海上保安
庁、国土地理院、愛知県、四日市港管理組合、兵庫県、
宮崎県、日本コークス工業株式会社の検潮所を含む。

津波の高さ（cm）
チリ（タルカワノ）

チリ（コキンボ）

チリ（アリカ）

アメリカ（カフルイ）

アメリカ（ポートサンルイス）

エクアドル（サンタクルーズ島）

アメリカ（クレセントシティ）

アメリカ（ポートオーフォード）

チリ（カルデラ）

福島県相馬：9.3m以上
宮城県石巻市鮎川：8.6以上
岩手県宮古：8.5m以上
岩手県大船渡：8.0m以上 等



地震の規模（マグニチュード）大きくなると

Ｍが１大きくなると地震のエネルギーは約32倍大きくなる

Ｍ7.0 Ｍ8.0 Ｍ9.0



⇒ 震度分布より
地震の規模を推定する

2003年十勝沖地震

2011年東北地方太平洋沖地震

地震規模→大

大きな震度の範囲→広

断層→大 断層長→長

気象研究所
すべり分布はYoshida et al. (2011)による
コンター間隔は5m

すべり分布は吉田(2005)による
コンター間隔は1m

地震の規模が大きくなると、
強い揺れの地域が広くなる



東北太平洋沖地震の際、宮城県築館
では震度５弱以上の揺れは2分ぐらい

兵庫県南部地震の際、神戸海洋気象台
では震度５弱以上の揺れは15秒ぐらい

兵庫県南部地震の際、神戸海洋気象台
では震度３以上の揺れは40秒ぐらい

東北太平洋沖地震の際、宮城県築館
では震度３以上の揺れは4分ぐらい

地震の規模が大きくなると、揺れる時間が長くなる



出典：東京大学地震研究所HP 東京大学情報学環 古村教授による

周期 ［s ］

【応答スペクトルとは】

いろいろな固有周期（建物や構造物
が揺れやすい周期）を持つさまざまな
建物や構造物に対して、地震動がど
の程度の揺れの強さ（応答）を生じさ
せるかをわかりやすく示したもの。速
度応答スペクトルとは速度を評価量と
した応答スペクトルのこと。
（出典）
地震調査研究推進本部HPより作成
http://www.jishin.go.jp/main/yosokuchizu
/glossary/response_spectrum.htm

速
度

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
［c

m
/s

 ］

今回の地震は、木造家屋の倒壊に影響が大きい周期の地震波形が少なかったため、
地震による家屋倒壊が少なかったと推測

16

速度応答スペクトルの比較



（出典）久田嘉章 東日本大震災緊急報告 東京を襲った長周期地震―新宿西口超高層ビル街からの報告― 

JABS・建築雑誌 2011年5月号 http://jabs.aij.or.jp/earthquake/earthquake01.pdf

【大阪府咲洲庁舎】 （大阪住之江区：震度３） 震源から約７７０ｋｍ
特有の長周期地震動が発生

・約10分間揺れが続き、最上階（52階）では最大1ｍ（片側） （短辺方向137cm、長辺方向86cm）

・内装材や防火戸等の一部で破損、エレベータの停止や閉じ込め事象が発生

【工学院大学新宿校舎】 （東京新宿区：震度５弱）
・キャスター付き什器類の移動、書籍等の落下･ 散乱、

間仕切り壁の変形によるドアの開閉の障害、
エクスパンション･ジョイント部での内装材の剥落等
（参考：周辺の超高層ビル）

エレベータでの閉じ込め事故
スプリンクラーヘッドの損傷による散水
天井落下や内装の剥落など

図 天井板の落下（工学院大学）

東北地方太平洋沖地震による長周期地震動による被害

17

庁舎1階80

-80

[cm/s2 ]

庁舎52階

-150

[cm/s2 ] 150



液状化による噴砂（千葉県浦安市） 浦安市提供 建物への被害（千葉県我孫子市） 我孫子市HP

マンホールの浮き上がり（千葉県香取市） 香取市HP 電柱の傾斜（茨城県潮来市） 内閣府撮影 18

東北地方太平洋沖地震による液状化被害（千葉県、茨城県）



我孫子市布佐・都地区の旧地形

1947/11/28米軍撮影

治水地形分類図 航空写真

国土地理院氾濫平野
自然堤防 旧河道・旧落堀

この部分が激しく液状化し、
被害がひどかった



（資料）：海上保安庁資料を基に内閣府作成

地殻変動状況（上下変動）

震源のほぼ真上の宮城県沖
の海底約3メートル隆起

牡鹿

3/11(M9.0)

約0.8m

約1.5m

約0.9m

宮城沖２

宮城沖１

福島沖

約3m

約1.5m上下

釜石沖１

釜石沖２

（資料）：国土地理院資料に内閣府追記

牡鹿半島（電子基準点牡鹿）
では約1.2m程度沈下

約1.2m
約1.2m

牡鹿
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3/8 3/18 3/28 4/7 4/17 4/27

余震確率（M≧7.0）

3月13日から発生確率（3日間）を発表

余震回数予測図

3月18日から余震回数予測図を発表

確率値の推移

4/24以降の確率値が
10%未満となったため、
確率値の発表を終了

震央分布図（3/11～4/30）

矩形領域を余震域とした

余震回数予測図（M≧5.0）

○余震の数は時間とともに少なくなる

本震の規模が大きいと、余震の規模も大きく、数も多くなる



東北地方太平洋沖地震の
地震断層モデル等の検討

22

ー 東北地方太平洋沖地震の検証 ー

南海トラフのみならず、他の地域も含む

地震、津波に関する科学的知見を基に検討



東北地方太平洋沖地震の津波断層モデル（内閣府モデル）
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震源

地殻変動量(m)

隆起 10.0
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0.0

-5.0

沈降 --10.0

0
2
00
4
00
6
00
8
00

0

2
50

5
00

7
50

1
00
0

1
25
0

c
ol

row

-
10
.
0

-
5.
0

0
.0

5
.0

1
0.
0

震源

断層すべり量分布（合計） 地殻変動量分布

・宮城県から岩手県の海溝よりの沖合に大きな断層すべり量
・最大すべり量は約50ｍ
・地殻変動（上下動）の最大隆起量は約12ｍ、最大沈降量は約3ｍ



東北地方太平洋沖地震の津波断層モデル（津波痕跡高の比較）
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注1

注2

注3

K，κは相田(1978)による津波高一致度の指標
K ：津波高の大きさの一致程度であり、値が１に

近いほど一致が良い
κ：津波高の分布の一致程度であり、値が１に近い

ほど一致が良い

注1．久慈：調査記録において、300ｍ離れた同じ海岸では16.72ｍであり、地形による局所的な波高の増幅と考えられ

る

注2．大船渡：調査記録に、スプラッシュの影響による可能性あり、との記述あり

注3．相馬：調査記録に、海辺の山肌、との記述あり



津波の計算波形と観測波形の比較
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東北地方太平洋沖地震の津波断層モデル（地殻変動との比較）



津波浸水域等の比較（宮城県 気仙沼港〔堤防なし〕）

27

【最高水位（TP基準の津波の高さ）】 【浸水深】

01

02

03

04

観測値

計算値
01：気仙沼市魚市場周辺

02：気仙沼中央公民館周辺

03：気仙沼土木事務所周辺

04：ヨコレイ気仙沼周辺

※観測データ（ビデオ映像からの分析）は（財）河川情報センターより提供



津波浸水域等の比較（福島県小名浜港）

〔堤防なし〕 〔堤防あり〕



29

震源域と強震動生成域の概念図

大すべり域・超大すべり域

（合計：全体の20％程度）

○大すべり域

平均変位の2倍の変位

○超大すべり域

大すべり域より海溝側

大すべり域の2倍の変位

（平均変位の4倍）

強震動生成域

(Strong Motion Generation Area; SMGA)

セグメント境界

震源域：断層運動により地震波を生成する領域
（断層すべりの領域）

おお
おお

深

い

側

海

溝

軸

側



南海トラフの地震・津波対策

(東北地方太平洋沖地震を踏まえ）

⇒ 最大クラスの地震・津波の検討

30
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○慶長地震 (Ｍ7.9)

南海地震

： 破壊領域

東海地震?

1605年

1707年

1854年

1944年
1946年

？年

102年

147年

90年 空白域

156年

○宝永地震 (Ｍ8.4)死者5,038人

○安政東海地震(Ｍ8.4）
死者2,658人

○東南海地震(Ｍ7.9)死者1,251人

○南海地震 (Ｍ8.0)死者1,330人

南
海
ト
ラ
フ
で
の
巨
大
地
震
の
発
生

東南海地震

⇒ 南海トラフでの巨大地震



西日本の内陸における地震活動

Ｍ

8.0-8.4

7.5-7.9

7.0-7.4

6.5-6.9

西日本の内陸で発生した地震の震央分布
（1650年以降、深さ30km以浅、M6.5以上）

6.4

6.8

7.2

7.6

8

8.4

1650 1700 1750 1800 1850 1900 1950 2000

西暦（年）

？

Ｍ
（
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
）

次
期

南
海
ト
ラ
フ
で
の
巨
大
地
震

寛文2年の地震
1662年 M7.4

文政2年の地震
1819年 M7.2

伊賀上野地震
1854年 M7.2

濃尾地震
1891年 M8.0

北丹後地震
1927年 M7.3

鳥取地震
1943年 M7.2

兵庫県南部地震
1995年 M7.3

鳥取県西部地震
2000年 M7.3

宝永地震
1707年 M8.6

安政東海
1854年 M8.4

安政南海
1854年 M8.4

昭和南海
1946年 M8.0

昭和東南海
1944年 M7.9

（注）東南海、南海地震
⇒ 南海トラフでの巨大地震
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当時検討の東南海・南海地震 震度分布

（中央防災会議資料（2003年）



防災対策を検討する対象地震・津波の設定について

34

・南海トラフ（東海・東南海・南海地震） ・東北地方太平洋沖地震

東海・東南海・南海地震が連動する場合に想定

する強震断層域・津波断層域をどこまで拡大する
のか？

東北地方太平洋沖地震は多くの領域が
連動して発生

東北地方太平洋沖地震

（出典）日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会報告(平成18年1月25日)，
資料図表集P2 図1-1検討対象地域の領域区分に作図

（出典）
東海・東南海・南海地震の想定震源域：東南海、南海地震等に関する専門調査会（第16回 H15.12.16 ）

東海・東南海・南海地震の強震断層域・津波断層域

強震断層域
津波断層域

500年間隔地震

日向灘への拡大は？

津波地震との連動は？

さらに東へ？

破壊領域ではどこまで？

最大クラスの地震の強震断層域・津波断層域の広さをどう考えるのか？
（どこまでの領域の連動発生を想定するのか？）



対象地震・津波の規模をどう考えるか？ 各種調査による南海トラフでの過去地震の発生履歴

○684年天武地震以降でみると、大きな津波を発生させた地震は、684年天武地震、1361年正平 （康安）地震、1498年明応地
震、1707年宝永地震である。

○津波堆積物調査からわかる約2000年前に発生した津波は、1707年宝永地震による津波よりも大きかった可能性がある。

35



対象地震・津波の規模をどう考えるのか？

36

これまで実施された構造探査

日向灘の地殻の構造

※海底地形図は海上保安

庁提供データによる

本検討によるプレート境界

深部低周波地震

トラフ軸

深部低周波地震の深い側の境界

陸側のプレートの境界面の形状

※海底地形図は海上保安庁

提供データによる

フィリピン海プレートの相対的な運動速度

○フィリピン海プレート構造等に関する調査・研究成果の整理



南海トラフ巨大地震による最大クラスの地震・津波の考え方

37

○プレート境界面深さ約30kmから深部低周波地震
が発生している領域

○プレート境界面深さ30㎞の位置を修正し、内陸側
のさらに深い方に拡大

○強震断層域：プレート境界面深さ約10㎞
○津波断層域：深さ約10kmからトラフ軸までの
領域に津波地震を引き起こすすべりを設定

○トラフ軸から富士川河
口断層帯の北端

○富士川河口断層帯の領
域も対象

○震源分布から見てプ
レートの形状が明瞭で
なくなる領域

○九州・パラオ
海嶺付近で
フィリピン海
プレートが厚
くなっている
領域

○日向灘北部か
ら南西方向に
拡大

南海トラフの巨大地震 参考

津波断層モデル 強震断層モデル
2011年

東北地方太平洋沖地震
2004年

スマトラ島沖地震
2010年

チリ中部地震
中央防災会議（2003）

強震断層域

面積 約14万ｋm2 約11万ｋm2 約10万km2

（約500㎞×約200㎞）
約18万km2

（約1200㎞×約150㎞）
約6万km2

（約400㎞×約140㎞）
約6.1万km2

モーメント
マグニチュード Ｍｗ

9.1 9.0
9.0 

（気象庁）
9.1（Ammon et al., 2005）

［9.0 （理科年表）］

8.7（Pulido et al., in 
press)

［8.8（理科年表）］
8.7

地震の規模
※海底地形図は海上保安庁

提供データによる

強震断層域（津波断層域の主部断層）

津波地震を検討する領域（津波断層域
に追加する領域）

中央防災会議(2003)の強震断層域、
津波断層域

トラフ軸

南海トラフの巨大地震

（津波断層モデル） (強震断層モデル)

面積 約14万ｋm2 約11万ｋm2

モーメント
マグニチュード Ｍｗ

9.1 9.0



南海トラフ巨大地震による震度分布
南海トラフの巨大地震モデル検討会
平成24年8月29日公表（2次報告）

38

強震波形計算による震度分布 【震度の最大値の分布図】

【参考】
中央防災会議（２００３）の東海・東南海・南海地震の震度分布図

強震波形４ケースと経験的手法の震度の最大値の分布

経験的手法による震度分布

該当面積
今回の震度分

布
中央防災会議

（2003）

震度6弱以上 約7.1万km2 約2.4万km2

震度6強以上 約2.9万km2 約0.6万km2

震度７ 約0.4万km2 約0.04万km2

東側ケース

132.0 136.0 140.0

32 

34 

36 

132.0 136.0 140.0

32 

34 

36 

基本ケース

132.0 136.0 140.0

32 

34 

36 

132.0 136.0 140.0

32 

34 

36 

西側ケース

132.0 136.0 140.0

32 

34 

36 

132.0 136.0 140.0

32 

34 

36 

132.0 136.0 140.0

32 

34 

36 

132.0 136.0 140.0

32 

34 

36 

陸側ケース



南海トラフの巨大地震の津波断層モデルのすべり量の設定

39

【ケース①「駿河湾～紀伊半島沖」に
「大すべり域＋超大すべり」域を設定】

【ケース②「紀伊半島沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

【ケース③「紀伊半島沖～四国沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

【ケース④「四国沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

【ケース⑤「四国沖～九州沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

大すべり域、超大すべり域が２箇所のパターン【４ケース】

【ケース⑥「駿河湾～紀伊半島沖」に
「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定】

【ケース⑦「紀伊半島沖」に
「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定】

【ケース⑧「駿河湾～愛知県東部沖」と「三重県南部沖～
徳島県沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑨「愛知県沖～三重県沖」と「室戸岬沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑩「三重県南部沖～徳島県沖」と「足摺岬沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑪「室戸岬沖」と「日向灘」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

大すべり域、超大すべり域に分岐断層も考えるパターン【２ケース】大すべり域、超大すべり域が１箇所のパターン【５ケース】

【基本的な検討ケース】（計５ケース） 【その他派生的な検討ケース】（計６ケース）



南海トラフの巨大地震による津波高＜満潮位＞

【ケース①「駿河湾～紀伊半島沖」に
「大すべり域＋超大すべり」域を設定】

【ケース②「紀伊半島沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

【ケース③「紀伊半島沖～四国沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

【ケース④「四国沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

【ケース⑤「四国沖～九州沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

大すべり域、超大すべり域が２箇所のパターン【４ケース】

【ケース⑥「駿河湾～紀伊半島沖」に
「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定】

【ケース⑦「紀伊半島沖」に
「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定】

【ケース⑧「駿河湾～愛知県東部沖」と「三重県南部沖～
徳島県沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑨「愛知県沖～三重県沖」と「室戸岬沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑩「三重県南部沖～徳島県沖」と「足摺岬沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑪「室戸岬沖」と「日向灘」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

大すべり域、超大すべり域に分岐断層も考えるパターン【２ケース】大すべり域、超大すべり域が１箇所のパターン【５ケース】

【基本的な検討ケース】（計５ケース） 【その他派生的な検討ケース】（計６ケース）

※満潮位を含めた津波の高さ

H24.8.29公表
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想定される首都直下地震

（首都直下地震対策の見直し）

41



直下地震とは？

○ 直下で発生する地震の総称

・ 直下地震に型はない

「直下型地震」は適切ではない表現

○ 地震の型にはどのようなものがあるの？

正断層型 逆断層型 横ずれ（右、左）型

海溝型 など

42



6

北米プレート

太
平

洋

レ
プ

ー
ト

太
平

洋
レ

プ
ート

ー

フィリピン海
プレ

ト

①②

③

⑤

④

⑥
②

関東周辺のプレート境界と南関東地域で発生する地震のタイプ

南関東地域で発生する地震のタイプ関東周辺のプレート境界

① 地殻内の浅い地震
② フィリピン海プレートと北米プレートの境界の地震

（相模トラフ沿いの地震）
③ フィリピン海プレート内の地震
④ フィリピン海プレートと太平洋プレートの境界の地震
⑤ 太平洋プレート内の地震
⑥ フィリピン海プレート及び北米プレートと太平洋プレート

の境界の地震
43

モデル検討会



新たな知見の収集・整理
（プレートの形状等に関する資料）

44

首都直下地震防災・減災特別プロジェク
ト（2012）におけるフィリピン海プレート上
面の深さ

汎地球航法衛星システム(GNSS)データから推定さ

れる相模トラフとその周辺のカップリング分布（西村
（2012））

相模トラフ周辺の構造探査結果による
フィリピン海プレート上面深度



相模トラフ沿いの最大クラスの震源断層域の検討

45

北端
フィリピン海プレート面上で発生してい
る微小繰り返し地震とプレート境界型の
地震分布の最深部（約53km）

北東端
Uchida et al．［2009］によるフィ
リピン海プレート境界型の地震が発
生している北東端

南西端

分岐断層が発達しており、沈み込

み位置の特定は困難。過去の地震

解析の結果を参考に、プレートの

深さ２kmの位置に設定

南端

構造探査によるフィリピン海プ

レートの沈み込み位置

西端と北端を滑らかに結ぶ

海上保安庁及び（独）海洋研究開発機構

の構造探査結果をもとにスムージング

西端

行竹・他［2010］による東西

走向北傾斜の低角逆断層の地

震の分布範囲の西端付近

相模トラフ沿いの最大クラスのプレート境界地震の震源断層域

モデル検討会
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伊
豆

・
小
笠
原
海
溝

南海トラフ沿いと相模トラフ沿いで想定される最大
クラスの震源断層域の比較

南海トラフ沿い 相模トラフ沿い

全域 約14万km2 約４万km2

10km以深 約11万km2 約３万km2

約８百km 約３百km

面積

トラフ軸長さ想定震源断層域の全域

10km以浅の領域

トラフ軸・海溝軸

南海トラフ沿いの最大クラス地震モデルと相模トラフ沿いの最大クラス地震モデルの震源断層域の比較

モデル検討会



過去地震の再現

47

・1855年安政江戸地震（M7クラス）

・1923年大正関東地震

・1703年元禄関東地震

・1677年延宝房総沖地震

※ 南海トラフの過去地震については、現在、検討中

宝永地震
安政東海地震・南海地震

昭和東南海地震・南海地震

モデル検討会



1923年大正関東地震の再現（震度）

48

1923年大正関東地震の震度の再現計算

1923年大正関東地震の強震動断層モデル

1923年大正関東地震における震度
（右：諸井・武村（2002）左：武村（2003）より作成）

モデル検討会
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大正関東地震及び元禄地震の震源断層モデル（比較）

50

震度の再現計算1923年大正関東地震の津波断層モデルと強震動断層モデル

モデル検討会

震度

７
６強
６弱
５強
５弱
４
３以下

Mw=8.2

Mw=8.5

1703年元禄関東地震の津波断層モデルと強震動断層モデル 震度の再現計算



1677年延宝房総沖地震の再現

51
津波の高さ（10m（茨城以南）・50m（福島以北））メッシュでの計算）

Mw=8.5

津波断層モデル

津波断層モデルによる上下地殻変動量

モデル検討会
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大
正
関
東
地
震
タ
イ
プ
の
地
震

相
模
湾
側
の
領
域

（
大
正
関
東
地
震
の
震
源
域
）

房
総
半
島
南
東
沖
の
領
域 元

禄
関
東
地
震

大
正
関
東
地
震

？ 房
総
半
島
の
南
東
沖
の
地
震
？

（
発
生
の
可
能
性
が
指
摘
）

元
禄
関
東
地
震
タ
イ
プ
の
地
震
も
し
く
は
そ
れ
以
上
の
規
模
の
地
震

（
？
）

元禄型関東地震は2000～3000年間隔

2000～3000年2700年2200年 2000年

永
仁
関
東
地
震

？

？

？

明
応
関
東
地
震

？

？

？

？

元
禄
関
東
地
震
と
同
等
も
し
く
は
そ
れ
以
上
の
規
模
の
地
震
（
？
）

？

元
禄
関
東
地
震
と
同
等
も
し
く
は
そ
れ
以
上
の
規
模
の
地
震
（
？
）

？ ？

元
禄
関
東
地
震
と
同
等
も
し
く
は
そ
れ
以
上
の
規
模
の
地
震
（
？
）

？？

202年

現
在

約600年間に３回200～400年間隔
（4回の場合は約200年間隔）

208年 220年 200～
400年

BC
52
00
年
頃

BC
30
00
年
頃

BC
10
00
年
頃

12
93

年

14
95
年

17
03

年

19
23
年

約3000年間に9回の関東地震
（約400年間隔）

BC
30
0
年
頃

BC
33
00
年
頃

410年

房 総 半 島 南 東 沖 側 の 調 査 が 必 要

モデル検討会
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1
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1
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茨
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.0

千
葉
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方(

1
98
7)
M6
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大
正
関
東
地
震
タ
イ
プ
の
地
震

大正関東地震から
90年経過

大正関東地震

(1923)M8.2※

元禄関東地震

(1703)M8.5※

220年

※元禄関東地震と大正関東地震のマグニチュードは
本検討会で津波の再現計算から求めた値

200～400年

2000～3000年

現

在

元
禄
関
東
地
震
タ
イ
プ
の
地
震
も
し
く
は
最
大
ク
ラ
ス
の
地
震

Ｍ８クラスの地震の前にＭ７クラスの地震が複数発生

Ｍ８クラスの地震の発生間隔とＭ７クラスの地震

Ｍ
７
ク
ラ
ス
の
地
震
が

発
生
す
る
可
能
性
が
高
い

南関東では、200～400年間隔でＭ８クラスの地震が発生

大正関東地震タイプの地震：今後３０年間で、ほぼ０～２％
元禄関東地震タイプの地震：今後３０年間で、ほぼ０％

現

在
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地震動による被害想定の検討の対象とした地震

１ 首都直下

相模トラフ沿いの大規模地震

２ 大正関東地震タイプの地震 ３ 最大クラスの地震

地震の規模 Ｍ７クラス Ｍ８クラス

発生頻度
今後３０年間に

約 ７０％

２００～４００年間隔
前回の発生から
約１００年が経過

２０００～３０００年間隔
前回の発生から
約３００年が経過

震度分布
震源域から一定の範囲
被害最大の地震を想定

首都地域の広域にわたり大きな揺れが発生

津波 東京湾内は１ｍ以下
東京湾内は２ｍ程度以下
湾外の神奈川県、千葉県

６～８ｍ

東京湾内は３ｍ程度以下
湾外の神奈川県、千葉県
１０ｍを超す場合がある
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想定場所
今回（2013年）検討での地震のタ

イプ
前回（2004年）検討での

地震のタイプ

都心南部直下 想定なし

都心東部直下

都心西部直下

千葉市直下

市原市直下

立川市直下

川崎市直下

東京湾直下 想定なし

羽田空港直下

成田空港直下

さいたま市直下

横浜市直下

茨城県南部 プレート境界の地震（Mw7.3)※１

茨城・埼玉県境 想定なし

東京湾北部 想定なし プレート境界の地震（Mw7.3)※１

多摩 想定なし プレート境界の地震（Mw7.3)※１

関東平野北西縁断層帯 活断層（Mw6.9） 活断層（Mw6.9）

立川断層帯 活断層(Mw7.1) 活断層（Mw7.0）

三浦半島断層群主部 活断層（Mw7.0） 活断層（Mw6.9）

伊勢原断層帯 活断層(Mw6.8） 活断層（Mw6.7）

神縄・国府津―松田断層帯 想定なし 活断層（Mw7.2）

西相模灘 地殻内の浅い地震（横ずれ断層型Mw7.3) 想定なし

19地震 18地震

大正関東地震タイプの地震 相模トラフ沿いの海溝型地震（Mw8.2※２）

元禄関東地震タイプの地震 相模トラフ沿いの海溝型地震（Mw8.5※２）

延宝房総沖地震タイプの地震 日本海溝沿いの海溝型地震（Mw8.5※２）

房総半島南東沖で想定されるタ
イプの地震

相模トラフ沿いの海溝型地震（不明）

４地震 ―

３地震（地震動は１ケース） ―

※１：この表において「プレート境界の地震」は、北米プレートとフィリピン海プレートの境界の地震をいう

※２：Ｍ8クラス及び最大クラスのモーメントマグニチュードは本検討会における津波断層モデルによるもの

M7クラス
の地震

地震の規模

地殻内の浅い地震（Mw6.6）

地殻内の浅い地震（Mw6.6）

検討対象の地震数（最大クラス）

フィリピン海プレート内の地震
（Mw7.3)

地殻内の浅い地震（Mw6.8)

プレート境界の地震（Mw7.3)※１

M8クラスの
海溝型地震

最大クラスの
地震・津波

地震の発生
場所が想定
が難しく、都
区部及び首
都地域の中
核都市等の
直下に想定
する地震

地震の発生
場所が想定
される地震

検討対象の地震数（M7クラス）

想定なし

検討対象の地震数（M８クラス）

最大クラスの津波
(西側モデル)
(中央モデル)
(東側モデル)

相模トラフ沿いの海溝型地震（Mw8.7※２) 想定なし



M８クラスの海溝型地震

延宝房総沖地震（M 8.5）

首都直下で想定される地震と対策

東北地方

太平洋沖地震

元禄関東地震（M 8.5）

（日本海溝沿い）

（相模トラフ沿い）

大正関東地震の割れ残り地震（M 8.2）

発生確率：０～２％

中長期対策

（街づくり、津波対策）

発生確率は、わからない

津波対策

東北地方太平洋沖地震に

誘発される可能性がある

発生確率：７％

津波対策

発生確率は、ほぼ０％

最大クラスの地震（M 8.7）

発生確率：約７０％

総合的対策

（耐震化、火災対策）

M7クラスの首都直下地震

大正関東地震（M 8.2）
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※ただし、津波ソフト対策はすぐにも実施
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防災対策の対象とする地震

１ 首都直下地震

今後３０年間に約７０％の確率で発生

防災対策の主眼とする

２ 大正関東地震タイプの地震 （相模トラフ沿いのＭ８クラス）

当面発生の可能性が低い

長期的視野に立った対策の実施

（参考）

３ 最大クラスの地震 （相模トラフ沿いのＭ８クラス）

今後、千数百年は発生が見込まれない
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 凡例 

・―：都区部のフィリピン海プレート内の地震 

・―：都心部周辺のフィリピン海プレート内の地震 

・ ：北米プレートとフィリピン海プレートの境界地震 

・―：地表断層が不明瞭な地殻内の地震 

・―：活断層の地震（地表断層が明瞭な地殻内の地震） 
・―：西相模灘の地震 

成田空港直下(Mw7.3) 

茨城・埼玉県境(Mw7.3) 

茨城県南部(Mw7.3) 

羽田空港直下(Mw7.3) 

横浜市直下(Mw6.8) 
 

西相模灘(Mw7.3) 

川崎市直下(Mw7.3) 

都心東部直下(Mw7.3) 

三浦半島断層群主部 
(Mw7.0) 

千葉市直下(Mw7.3) 

市原市直下(Mw7.3) 

東京湾直下(Mw7.3) 
 

都心西部直下(Mw7.3) 

都心南部直下(Mw7.3) 

伊勢原断層帯 
(Mw6.8) 

関東平野北西縁 
断層帯(Mw6.9) 

立川断層帯 
(Mw7.1) 

さいたま市直下(Mw6.8)  

立川市直下(Mw7.3)  

震度

７
６強
６弱
５強
５弱
４
３以下

左：都心南部直下地震の震度分布

右：首都直下のＭ７クラスの地震の重ね合わせた震度分布

地殻内（Ｍｗ6.8）、フィリピン海プレート内（Mw7.3）に一律に震源を想定した場合の

震度分布及びM7クラスの19地震の震度分布を重ね合わせたもの

検討したＭ７クラスの１９地震の位置図と震度分布

大正関東地震タイプの地震

延宝房総沖地震タイプの地震

図 対策の対象としたＭ８クラスの海溝型地震

房総半島の南東沖で想定されるタイプの地震

大正関東地震で未破壊の領域を震源域とす

る地震を想定

― 大正関東地震タイプの地震

― 延宝房総沖地震タイプの地震

― 房総半島の南東沖で想定されるタイプ地震

各地震による沿岸での津波高（市町村別）

各地震による沿岸での津波高
（太平洋側の沿岸部（島しょ部を除く）（５０ｍメッシュ値））

(参考)

モデル検討会



【参考図】ゆれやすさマップ（全国一律に
Ｍ6.8の震源を想定した場合の震度分布）

山岳部も含めて全国を対象とし、断層
上端の深さは４㎞固定

全国ゆれやすさマップ



防災・減災対策の考え方

ー 従来モデルとレジリエンスモデル －

60



防災＝災害（わざわい）を防ぐ
減災＝災害（わざわい）を減じる

災害＝人間・社会への影響
＝要因×対象物×環境

（D） ＝ （H） × （E） × （V）

災 害：現象により引き起こされた被害（Disaster)
要 因：災害の原因となった現象の強さ（Hazard)
対象物：災害に見舞われる対象物の暴露量（Exposure)
環 境：対象物の脆弱性（Vulnerability）
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従来の防災・減災対策の柱 ⇒ 予防中心
（基本は今も同じ）

被害が全国、海外へと広域的
に波及

膨大な人的・物的被害

建物の耐震化
人的物的被害軽減

火災の防止

中枢機能の
継続性確保

人的被害

津波避難対策

ＢＣＰ（事業継続計画）の策定

政治、行政、経済の中枢への被害

被害が全国、海外へと広域的に波及

人的被害軽減



○揺れによる建物被害

• 構造別、建築年次別（木造６区分／非木造３区分）に計算

木造6区分：
旧築年（～1962年）、中築年①（1963年～71年）、中築年②（1972年～80年）、
新築年①（1981年～89年）、新築年②（1990年～2001年）、新築年③（2002
年～） ）

• 旧築年、中築年の建物の耐震改修の効果を考慮した手法

全壊率曲線（木造） 全壊率曲線（非木造）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

5.0 5.5 6.0 6.5 7.0
計測震度

木造_全壊_旧（1962年以前）

木造_全壊_中①（1963～71年）

木造_全壊_中②（1972～80年）

木造_全壊_新①（1981～89年）

木造_全壊_新②（1990～2001年）

木造_全壊_新③（2002年～）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

5.0 5.5 6.0 6.5 7.0
計測震度

非木造_全壊_旧

（1971年以前）

非木造_全壊_中

（1972～80年）

非木造_全壊_新

（1981年～）

震度の大きさと建物被害との関係
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約627,000棟

約361,000棟

約240,000棟

約118,000棟

約38,000人

約29,500人

約21,000人

約14,000人

約5,800人

0人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人

25,000人

30,000人

35,000人

40,000人

45,000人

50,000人

0棟

100,000棟

200,000棟

300,000棟

400,000棟

500,000棟

600,000棟

700,000棟

耐震化率

約79%（現状）

耐震化率

約90%

耐震化率

約95%

耐震化率

約100%

揺れによる全壊棟数

建物倒壊による死者数（冬・深夜）

強震動に対する防災対策の効果

※地震動は基本ケース

• 住宅の耐震化率の現状は全国平均で約79％（平成20年）
• 旧耐震基準の建物の建替や耐震補強等が行われ、現状よりも建物の耐震性
が強化された場合の効果を推計

（１）建物の耐震性の強化
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第一次報告
Ｈ２４．８．２９公表



津波に対する防災対策の効果

（地震動ケース（基本）、津波ケース（ケース①）、冬・深夜）

（１）東海地方が大きく被災するケー
ス
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第一次報告
Ｈ２４．８．２９公表



経済的な被害 防災・減災対策の効果の試算

耐震化、火災対策等を推進することによる減災効果の試算

建物の耐震化率100%

火災対策（出火対策、消火対策）

等
○生産・サービス低下による影
響

○資産等の被害

148.4 

63.4 

0.9 

0.6 

20.2 

16.3 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

対策なし 対策あり

民間 準公共
（兆円）

169.5

80.4

44.7 

31.8 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

対策なし 対策あり

（兆円）

44.7

31.8

対策なし 対策あり
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第二次報告
Ｈ２５．３．１８公表



都区部直下地震の被害想定

防災対策の対象地震

都区部直下地震

＊ 東京湾内の津波は小さい（１ｍ以下）

震度分布（都心南部直下地震）

- 全壊・焼失家屋 : 最大 約 ６１万棟

- 死者 : 最大 約 ２．３ 万人

- 要救助者 : 最大 約 ７．２ 万人

- 被害額 : 約 ９５ 兆円

被害想定（最大値、未対策（現状））

67

【 都心南部直下地震】 Ｍ７．３

※冬、夕方 風速８ｍ／秒のケース （要救助者の最大は冬、深夜のケース）

対策WG



被害の様相

68

建物 ： 木造住宅を中心に多くの建物が損壊する。

火災 ： 火災が同時に多発し、延焼が２日程度続く。

電力 ： ５割の地域で停電が発生し、
最悪の場合、１週間以上回復しない。

電話 ： 携帯電話を含め不通の状態が１日程度続き、
停電が長期化すると携帯電話の使用も不安定となる。

道路 ： 主要道路の開通には少なくとも１日～２日を要する。
一般道はガレキによる不通区間が大量に発生、
復旧には１カ月以上を要する

鉄道 ： 運転再開には、地下鉄で１週間、
ＪＲや私鉄では１カ月程度を要する。

対策WG



約175,000棟

約98,000棟

約63,000棟

約27,000棟

約11,000人

約8,550人

約6,100人

約3,800人

約1,500人

0人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

10,000人

12,000人

0棟

20,000棟

40,000棟

60,000棟

80,000棟

100,000棟

120,000棟

140,000棟

160,000棟

180,000棟

200,000棟

耐震化率

約79%（全国、H20）

約87%（東京都、H20）

耐震化率

約90%（全国）

約94%（東京都）

耐震化率

約95%（全国）

約97%（東京都）

耐震化率

約100%（全国）

約100%（東京都）

揺れによる全壊棟数

建物倒壊による死者数（冬・深夜）

防災・減災対策とその効果

約175,000棟

69

耐震化の推進による

建物被害の軽減

耐震化率を全国レベル９０％

全壊棟数 と 死者数

⇒ 約５割減

耐震化率を １００％

全壊棟数 と 死者数

⇒ 約９割減

約27,000棟

約98,000棟

対策WG



約430,000棟

約239,000棟

約21,000棟

約16,000人

約3,800人

約800人

0人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

10,000人

12,000人

14,000人

16,000人

18,000人

0棟

50,000棟

100,000棟

150,000棟

200,000棟

250,000棟

300,000棟

350,000棟

400,000棟

450,000棟

500,000棟

現状 電気関係の出火の防止 電気関係の出火の防止及

び初期消火成功率の向上

が図られた場合

焼失棟数

火災による死者数（最大）

防災・減災対策とその効果

• 感震ブレーカー等の設置

電気出火の防止

焼失棟数 ⇒ 約 ５割減

• 上記とあわせて

初期消火成功率の向上等

⇒ ９割以上減

（注） ガス供給からの出火防止については、

SUPREMEシステム※等により対応済み。

※ 管内4000箇所の地震データを数分で解析、

中央制御によりブロック停止するシステム

約430,000棟

約21,000棟
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出火防止対策等の強化による

火災被害の軽減

約239,000棟

かんしん

対策WG



経済被害対策とその効果

71

建物の耐震化、火災対策の推進
により、経済被害の半減が可能

• 感震ブレーカー等の設置の電気出火

の防止、初期消火成功率の向上

経済被害 ⇒ 約 ３割減

• 上記とあわせて、建物の耐震化を

推進（１００％）

経済被害 ⇒ 約 ５割減

さらに、

被災交通施設の早期復旧、

電力供給の最適調整、瓦礫処理対策

⇒ 経済活動の早期再開、 早期本格活動復帰 が可能

95兆円

68兆円

50 兆円

45兆円

47

29

15 15

48
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35
30

0
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100

生産・サービス低下による影響（全国）

資産等の被害（被災地）

（兆円）

減災なし ①電気関係の
出火の防止、

初期消火
成功率向上

② ①に加え、

耐震化率
100％

③ ②に加え、
BCP策定
サプライ

チェーン強化

対策WG



○ 政府機能 - 政府業務継続計画の策定

○ 金融決済機能 - 市場間の連携強化、情報発信

○ 企業活動 - （結果事象型）業務継続計画の策定推進

- 情報資産の保全、サプライチェーン等の強化

一定の強靭性を持っているが、さらに強化を推進する

首都中枢機能の確保

72

・ 危機管理体制の強化

・ 経済被害の拡大の防止

対策WG



復旧・復興の迅速化

消火活動、救命救助活動、膨大な物流、ライフラインの復旧、

経済活動の再開 等のあらゆる震災後対策の前提
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道路交通の確保

深刻な道路交通麻痺の対策 ： 早期の復旧・復興の大前提

・ 放置車両対策： 内閣府、警察庁、国土交通省で処理方策を検討

・ 瓦礫処理対策： 広域調整

・ 沿道耐震化

早急な対策が必要

対策WG



大正関東地震タイプの地震への対応

• １００年（３世代）先を見据えた
街の再構築

• ロングスパンでの津波対策

• 長周期地震動に対応した
耐震化等の技術開発
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津波高６～８ｍ

東京湾内
津波高
２ｍ以下

- 全壊・焼失家屋 : 最大 約 １３３ 万棟

- 死者 : 最大 約 ７ 万人

- 要救助者 : 最大 約 １８ 万人

- 被害額 : 約 １６０ 兆円

【 参考 】 被害想定※

※ 現在の首都圏の姿を前提に試算

相模トラフ沿いの大規模地震
対策WG



（Resilience)
：被害

林春男先生の資料より



総被害量

林春男先生の資料に加筆

回復力の向上
（しなやかさ）

予防力の向上
（強さ、じゅうなんさ）

⇒ 最小化

（より強く、よりしなやかに）

（最重要業務から）

（最優先業務から）



総合的な防災能力の向上（総被害量の最小化）

½･Ｄo･Ｔo ⇒ ½･ＤR･ＴR

⊿D

予防力の向上

Do ⇒ DR = Do - ⊿D

回復力の向上
ao ⇒ aR = ao + ⊿a

残る被害 D =  DR - aR・ｔ

復旧時間の短縮
Ｔo ⇒ ＴR = Ｔo - ⊿Ｔ

DR
（= Do－⊿D）

TR（= To－⊿T） ⊿Ｔ

災害発生

復旧時間 To

被
害

回復力

被害（Do）を半減すると、
総被害量（½･ＤR･ＴR）は1/4以下に



総合的な防災能力の向上（総被害量の最小化）

½･Ｄo･Ｔo ⇒ ½･ＤR･ＴR

Do

To

災害発生

復旧時間

被
害

回復力

ao ⊿D

TR（= To－⊿T）

⊿Ｔ

災害発生

被
害

回復力

aR
（= ao + ⊿a）

DR
（= Do－⊿D）

回復力



林春男先生の資料より



※大事なこと
・どうすれば良かったか、何をすべきだったかを検討

⇒ 誰が失敗したか等、責任追及を目的としない



防災活動が
避難等に貢献するには？
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我々の防災活動や情報は、
真に生命を守る行動等に貢献しているだろうか？



防災活動等の避難等への貢献度は？

・（担当者） 防災対策が進展しないなあ・・・

・（今の人） 今回提案の新たな考えにより避難等の対策が進展！

・（昔の人） その対策は昔提案したものと同じ内容のものだ！

・（今の人） そんなことはありません、新たな考えのものです！ などなど

（古くて新しい） 新たな課題：

今も昔も、基本は同じ

社会として防災が文化として継続するにはどうしたら？

⇒ 「防災情報学のすゝめ」が必要か？

⇒ 今自慢、昔自慢 （自慢話に終始？）

今昔（自慢）物語



（古くて新しい） 避難における課題

○情報における課題

・ 避難の判断に警報等の情報は寄与していないのでは？

・ 警報や避難勧告等が出されているほうが避難率が高くなるのでは？

・ 情報の精度が高くないと利用されないのでは？

・ 新たに導入された情報の方が関心度高く避難にも効果があるのでは？

・ 実況が分かる（可視化される）と避難率が高まるのでは？

・ 危機感は時間とともに風化していくのでは？

など

○社会的要因における課題

・ 避難場所が分からないと避難できないのでは？

・ 周りの人の行動が避難を決断させるのでは？

・ 防災活動への参加が避難率を高めるのでは？

・ 高齢者になるほど避難率が高いのでは？

・ 高齢者は情報を入手できていないのでは？

・ 社会として文化として防災が継続するにはどうしたらよいか？

など



住民・企業

防災・減災のための防災情報と科学的情報の在り方

情
報
発
信

マスコミ等

防災対策・計
画等の情報

警報等、緊
急的な情報

科学的な情報

データや情報の公開・共有化が重要

データ公開 共有化

住民等



（災害から命をまもるために）

⇒ 敵（自然現象のメカニズム）を知ること
⇒ いざというときに避難すること
⇒ 日頃からの備えと訓練が重要
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おわりに

【 地震・津波で大切なこと 】

○日頃の備え、耐震化、家具の固定、
危険な場所、安全な場所、避難路等の確認

○地震を感じたら、身の安全を

○沿岸で、大きな揺れ或いは長い揺れを感じたら、
揺れが長く続いたら、すぐさま避難

○津波警報を見聞きしたら、すぐさま避難

⇒堤防等は、命を守るものではなく、避難をサ
ポートをしてくれるもの。直ぐさまの避難が大切

（横田 崇）



ご清聴ありがとうございました。
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